
（単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 34¶783¶693 2¶770¶035 330¶077 37¶223¶651 10¶400¶460 1¶902¶577 15¶341 ` 1¶492 26¶807¶849

構 築 物 1¶853¶492 175¶275 7¶772 2¶020¶995 1¶119¶422 129¶500 277 ` 18 901¶295

機 械 装 置 273¶819 43¶006 ` 316¶825 274¶662 843 ` ` ` 42¶163

工 具 器 具 備 品 1¶562¶114 530¶784 1¶166 2¶091¶732 1¶484¶476 53¶825 ` ` ` 607¶256

図 書 82 3 ` 86 ` ` ` ` ` 86

船 舶 21¶244 ` 65 21¶179 21¶178 ` ` ` ` 0

車 両 運 搬 具 7¶637 ` ` 7¶637 4¶601 1¶324 ` ` ` 3¶036

計 38¶502¶084 3¶519¶106 339¶081 41¶682¶109 13¶304¶802 2¶088¶071 15¶619 ` 1¶511 28¶361¶687

有 形 固 定 資 産
(特定償却資産以外)

建 物 24¶354¶692 5¶318¶523 492¶917 29¶180¶298 7¶594¶727 1¶482¶520 ` ` 288¶436 21¶585¶571

構 築 物 898¶548 109¶770 3¶754 1¶004¶564 409¶479 69¶213 ` ` 769 595¶085

機 械 装 置 11¶445 ` ` 11¶445 11¶444 2¶148 ` ` ` 0

工 具 器 具 備 品 16¶345¶165 8¶784¶924 332¶291 24¶797¶798 12¶812¶610 2¶983¶164 57¶224 ` ` 11¶927¶963

図 書 6¶566¶910 75¶051 66¶002 6¶575¶959 ` ` ` ` ` 6¶575¶959

附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細
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（＊１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示している。
（＊２） 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除している。
（＊３） 一年以内返済予定（流動負債に計上）のものを含んでいる。
（＊４） リース債務であり、一年以内償還予定（流動負債の未払金に計上）のものを含んでいる。
（注１） 金融商品の時価の算定方法

\ 投資有価証券及び有価証券
これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっている。

] 長期性預金
期間に基づく区分毎に、新規に預金を行った場合に想定される預金金利で割り引いた現在価値
によっている。

^ 現金及び預金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

_ 未収附属病院収入
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。
なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証による回収見込額等によ
り、時価を算定している。

` 国立大学財務・経営センター債務負担金、a 長期借入金及びb 長期未払金
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合
に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定している。

c 未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（注２） 非上場株式（貸借対照表計上額5¶000千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ

ローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「\投資有

価証券及び有価証券」には含めていない。

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適

用している。

Ù 賃貸等不動産の時価等に関する注記事項

当法人は、新潟市西区五十嵐キャンパス及び中央区関屋において、学生宿舎等の賃貸等不動産を

保有しているが、賃貸等不動産は資産総額に対しての重要性が乏しいと判断されるため、注記を省

略している。

（追加情報）

当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20

年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第23号 平成20年11月28日）を適用している。
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